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大津市子どものいじめの防止に関する条例を公布する。 

 平成25年２月19日 

大津市長  越    直  美 

大津市条例第１号 

   大津市子どものいじめの防止に関する条例 

全ての子どもは、かけがえのない存在であり、一人一人の心と体は大切にされなければなりません。子ども

の心と体に深刻な被害をもたらすいじめは、子どもの尊厳を脅かし、基本的人権を侵害するものです。しかし

ながら、いじめはいつでもどこにおいても起こり得ると同時に、どの子どももいじめの対象として被害者にも

加害者にもなり得ることがあります。このようないじめを防止し、次代を担う子どもが健やかに成長し、安心

して学ぶことができる環境を整えることは、全ての市民の役割であり責務です。一人一人の尊厳を大切にし、

相互に尊重しあう社会の実現のため、いじめを許さない文化と風土を社会全体でつくり、いじめの根絶に取り

組まなければなりません。ここに、いじめの防止についての基本理念を明らかにして、いじめの防止のための

施策を推進し、その対策を具現化するためにこの条例を制定します。 

（目的） 

第１条 この条例は、子どもに対するいじめの防止に係る基本理念を定め、市、学校、保護者、市民及び事業

者等の責務及び役割を明らかにするとともに、いじめの防止に関する施策の基本となる事項を定めることに

より、子どもが安心して生活し、学ぶことができる環境をつくることを目的とする。 

（基本理念）  

第２条 いじめは、子どもの尊厳を脅かし、重大な人権侵害であるとの認識の下、市、学校、保護者、市民及

び事業者等は、子どもが安心して生活し、学ぶことができる環境を整え、一人一人の尊厳を大切にし、相互

に尊重しあう社会の実現のため、それぞれの責務及び役割を自覚し、主体的かつ積極的に相互に連携して、

いじめの防止に取り組まなければならない。 

（用語の定義） 

第３条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

⑴ いじめ 子どもが一定の人間関係のある者から、心理的又は物理的な攻撃を受けることにより、精神的

又は肉体的な苦痛を感じるものをいう。ただし、児童虐待の防止等に関する法律（平成12年法律第82号）

第２条に規定する児童の虐待に該当するものは除く。 

⑵ 子ども 第４号に規定する学校に通学する児童及び生徒その他これらの者と等しくいじめの防止の対象

と認めることが適当と認められる者をいう。  

⑶ 市立学校 大津市立学校の設置に関する条例（昭和39年条例第28号）別表に掲げる小学校及び中学校を

いう。 

⑷ 学校 前号に規定する市立学校並びに本市の区域内にある市立学校以外の小学校、中学校、高等学校及

び特別支援学校をいう。  

⑸ 保護者 親権を有する者、未成年後見人その他の子どもを現に監護する者をいう。  

⑹ 市民 本市の区域内に居住し、通勤し、又は通学する者（第４号に規定する学校に通学する者を除

く。）をいう。  

⑺ 事業者等 本市の区域内で営利を目的とする事業を行う個人及び法人並びにスポーツ、文化及び芸術そ

の他の各種の事業又は活動を行う個人及び団体をいう。 

条 例 

 

市 章 
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⑻ 関係機関等 警察、子ども家庭相談センターその他子どものいじめの問題に関係する機関及び団体をい

う。 

（市の責務）  

第４条 市は、子どもをいじめから守るため、必要な施策を総合的に講じ、必要な体制を整備しなければなら

ない。 

２ 市は、子どもをいじめから守るため、関係機関等と緊密な連携を図らなければならない。 

３ 市は、誰もがいじめを許さない社会の実現に向けて、いじめに関する必要な啓発を行わなければならない。 

（市立学校の責務） 

第５条 市立学校は、教育活動を通して、子どもの自他の生命を大切にする心、自他の人権を守ろうとする心、

公共心及び道徳的実践力を育成しなければならない。 

２ 市立学校は、いじめを予防し、及び早期にいじめを発見するための体制を整えるとともに、子どもが安心

して相談することができるよう環境を整えなければならない。 

３ 市立学校は、当該学校に在籍する子どもの保護者及び関係機関等と連携を図りつつ、いじめの防止に取り

組むとともに、いじめを把握した場合には、その解決に向け速やかに、当該学校全体で組織対応を講じ、そ

の内容を市に報告しなければならない。 

４ 市立学校は、子ども自身がいじめについて主体的に考え行動できるよう、子どもとともにそれぞれの学年

に応じた学級の環境づくりに取り組まなければならない。 

５ 市立学校は、子どもがより良い人間関係を構築できるよう必要な取組を行わなければならない。 

（保護者の責務） 

第６条 保護者は、子どもの心情の理解に努め、子どもが心身ともに安心し、安定して過ごせるよう子どもを

愛情をもって育むものとする。 

２ 保護者は、いじめが許されない行為であることを子どもに十分理解させるものとする。 

３ 前２項において、保護者は必要に応じて、市又は学校に相談その他の支援を求めることができる。 

４ 保護者は、いじめを発見し、又はいじめの疑いを認めた場合には、速やかに市、学校又は関係機関等に相

談又は通報をするものとする。 

５ 保護者は、学校が行ういじめの防止に対する取組に協力するよう努めるものとする。 

（子どもの役割） 

第７条 子どもは、互いに思いやり共に支え合い、いじめのない明るい学校生活に努めるものとする。 

２ 子どもは、いじめを受けた場合には、一人で悩まず家族、学校、友だち又は関係機関等に相談することが

できる。 

３ 子どもは、いじめを発見した場合（いじめの疑いを認めた場合を含む。）及び友だちからいじめの相談を

受けた場合には、家族、学校又は関係機関等に相談することができる。 

（市民及び事業者等の役割） 

第８条 市民及び事業者等は、それぞれの地域において子どもに対する見守り、声かけ等を行うとともに、地

域が連携して子どもが安心して過ごすことができる環境づくりに努めるものとする。  

２ 市民及び事業者等は、いじめを発見し、又はいじめの疑いを認めた場合には、市、学校又は関係機関等に

情報を提供するよう努めるものとする。 

（行動計画の策定） 

第９条 市は、基本理念にのっとり、子どもが安心して生活し、学ぶことができるいじめのない社会の構築を

総合的かつ計画的に推進するため、いじめの防止に関する行動計画（以下「行動計画」という。）を策定す

るものとする。 

２ 前項に規定する行動計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

⑴ いじめのない学校づくりに向けた子どもの主体的な参画に関すること。 

⑵ いじめの防止に向けた教育及び人づくりに関すること。 

⑶ いじめの防止に向けた普及啓発活動に関すること。 

⑷ 次条に規定するいじめ防止啓発月間に関すること。 

⑸ いじめを早期に発見するための施策に関すること。 

⑹ いじめを防止し、及び解決するための施策に関すること。 

⑺ いじめに関する相談体制等に関すること。 

⑻ いじめを受けた子ども及びいじめを行った子ども並びにその家庭に対する支援に関すること。 

⑼ 前各号に掲げるもののほか、いじめのない社会を実現するために必要なこと。 

３ 市は、第１項の規定により行動計画を策定したときは、これを公表するものとする。 

（いじめ防止啓発月間）  
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第10条 子どもをいじめから守り、社会全体でいじめの防止への取組を推進するために、毎年６月及び10月を

いじめ防止啓発月間（以下「啓発月間」という。）とする。 

２ 市は、啓発月間において、その趣旨にふさわしい広報啓発活動を実施するものとする。 

３ 市立学校は、啓発月間において、人権及び道徳に係る教育を実施するとともに、子どもが主体的にいじめ

の防止に向けた活動を展開できるよう支援及び指導を行うものとする。 

（相談、通報又は情報の提供） 

第11条 何人も、いじめを発見し、又はいじめの疑いを認めた場合には、市に相談、通報又は情報の提供（以

下「相談等」という。）をすることができる。 

（相談体制等の整備）  

第12条 市は、いじめに関する相談等に速やかに対応するとともに、全ての子ども、保護者その他いじめの防

止に関わる者が安心して相談等ができるよういじめに関する相談体制を整備するものとする。 

２ 市は、いじめを未然に防止し、いじめから子どもを守るため、いじめに係る情報の一元化を図り、関係機

関等との相互の連携及び迅速かつ適切な対応ができるよう組織体制を強化するものとする。 

３ 市は、市立学校におけるいじめに係る相談体制の充実のため、スクールソーシャルワーカー、スクールカ

ウンセラー等の配置に努めるものとする。 

（財政的措置等）  

第13条 市は、この条例の目的を達成するため、適切な財政的措置を講ずるものとする。 

２ 市長は、この条例の目的を達成するため、必要に応じて国及び滋賀県に対して適切な措置を講ずるよう要

請するものとする。 

（大津の子どもをいじめから守る委員会） 

第14条 市は、相談等を受けたいじめ（いじめの疑いを認めた場合として相談等をされたものを含む。以下こ

の条において同じ。）について、必要な調査、調整等を行うため、市長の附属機関として、大津の子どもを

いじめから守る委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

２ 委員会は、市長の諮問に応じるほか、相談等のあったいじめについて、その事実確認及び解決を図るため

に必要な調査、審査又は関係者との調整（以下「調査等」という。）を行うものとする。 

３ 委員会は、必要に応じて市長に対し、再発防止及びいじめ問題の解決を図るための方策の提言等を行うこ

とができる。 

４ 委員会は、特に必要があると認めるときは、関係者に対して資料の提出、説明その他必要な協力を求める

ことができる。 

５ 委員会は、市長の諮問に加えて、教育委員会からの協議に応じることができる。 

（委員会の組織等） 

第15条 委員会は、委員５人以内をもって組織する。 

２ 委員会の委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

⑴ 臨床心理士等子どもの発達及び心理等についての専門的知識を有する者 

⑵ 学識経験を有する者 

⑶ 弁護士 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間

とする。  

４ 委員は、再任されることができる。 

５ 前各項に定めるほか、委員会の組織等に関して必要な事項は、規則で定める。 

（是正の要請）  

第16条 市長は、委員会からの調査等の結果の報告を受け、当該報告を踏まえて必要があると認めるときは、

関係者（調査等の結果により、いじめを行ったと認められる子どもを除く。）に対して是正の要請を行うこ

とができる。 

２ 市長は、是正の要請をしたときは、その後の経過の確認を行い、その結果を委員会に報告するものとする。 

３ 是正の要請を受けた者は、これを尊重し、必要な措置を執るよう努めるものとする。 

４ 是正の要請を受けた者は、当該是正の要請に係る対応状況を市長に報告するよう努めるものとする。 

５ 前２項において、当該是正の要請を受けた者が、国又は滋賀県の所管に属する場合は、この限りでない。 

（委員会への協力）  

第17条 市立学校、保護者、市民、子ども及び事業者等は、委員会の調査等に協力するものとする。この場合

において、子どもへの調査等の協力については、子どもに過度な負担が生じないよう最大限配慮されなけれ

ばならない。 

（活動状況の報告及び公表）  
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第18条 委員会は、毎年の活動状況を市長に報告するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による報告の内容を、市議会に報告し、及び市民に公表しなければならない。  

３ 市議会は、前項の規定による報告に加えて、必要があると認めるときは、市長に対して委員会の活動状況

について報告を求めることができる。 

４ 市長は、前項の規定による報告を求められた場合は、委員会に対して第１項に規定する活動状況の報告の

ほか、必要な報告を求めるものとする。 

５ 市長は、必要と認めるときは、是正の要請及びその対応状況の内容を公表することができる。 

（個人情報に対する取扱い） 

第19条 市は、この条例の施行に当たって知り得た個人情報の保護及び取扱いに万全を期するものとし、当該

個人情報をいじめの防止に関する業務の遂行以外に用いてはならない。 

２ 委員会の委員は、正当な理由なく、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様

とする。 

３ いじめに関する相談等に関係した者は、正当な理由なく、その際に知り得た個人情報を他人に漏らしては

ならない。 

（市立学校以外の学校への協力要請） 

第20条 市長は、市立学校を除く学校の設置者又は管理者に対して、第５条及び第10条第３項に規定する市立

学校に係る規定について、それぞれ実施されるよう協力を求めることができる。 

２ 委員会は、市立学校を除く学校の設置者又は管理者に対して、第17条に規定する市立学校に係る規定につ

いて、協力を求めることができる。 

（委任）  

第21条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

附 則  

（施行期日） 

１ この条例は、平成25年４月１日から施行する。 

 （検討） 

２ 市長は、この条例の施行後２年を目途として、この条例の運用実績を検証し、及び子どもを取り巻く環境

の変化等を勘案し、この条例の規定について検討し、その結果に基づいて条例の改正その他必要な措置を講

ずるものとする。 

 

 

 

大津市議会会議規則の一部を改正する規則を公布する。 

  平成25年２月19日 

大津市議会議長  青  山  三 四 郎 

大津市議会規則第１号 

大津市議会会議規則の一部を改正する規則 

大津市議会会議規則（昭和31年議会規則第１号）の一部を次のように改正する。 

本則中「または」を「又は」に、「および」を「及び」に、「もしくは」を「若しくは」に、「ならびに」

を「並びに」に、「はかって」を「諮って」に、「はかり」を「諮って」に、「行なう」を「行う」に、「以

て」を「もって」に改める。 

改 正 前 改 正 後 

第１章 －略－ 

第２章 議案および動議（第14条－第19条） 

第３章～第10章 －略－ 

第11章 辞職および資格の決定（第97条－第101 

条） 

第12章及び第13章 －略－ 

 

第14章 会議録（第117条－第121条） 

第15章 協議又は調整を行うための場（第122条） 

第16章 議員の派遣（第123条） 

第17章 補則（第124条） 

第１章 －略－ 

第２章 議案及び動議（第14条―第19条） 

第３章～第10章 －略－ 

第11章 辞職及び資格の決定（第97条―第101条） 

 

第12章及び第13章 －略－ 

第14章 公聴会及び参考人（第117条－第123条） 

第15章 会議録（第124条－第128条） 

第16章 協議又は調整を行うための場（第129条） 

第17章 議員の派遣（第130条） 

第18章 補則（第131条） 

 議 会 規 則 
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（参集） 

第１条 議員は、招集の当日開会定刻前に議場に参

集し、その旨を議長に通告しなければならない。 

（議場の出入口閉鎖） 

第27条 投票による選挙を行なうときは、議長は、

第25条（選挙の宣告）の規定による宣告の後、議

場の出入口を閉鎖し、出席議員数を報告する。 

（議案等の説明、質疑及び委員会付託） 

第37条 会議に付する事件は、第90条（請願の委員

会付託）に規定する場合を除き、会議において提

出者の説明を聞き、議員の質疑があるときは質疑

の後、議長が所管の常任委員会又は議会運営委員

会に付託する。ただし、常任委員会に係る事件

は、議会の議決で特別委員会に付託することがで

きる。 

２ －略－ 

３ －略－ 

（委員会の審査または調査期限） 

第43条 －略－ 

２ 前項の期限内に審査を終らなかったときは、そ

の事件は、第38条（委員会に付託した事件の審議

順序）の規定にかかわらず、会議において審議す

ることができる。 

（緊急質問等） 

第60条 －略－ 

２ 前項の同意については、議長は、討論を用いな

いで会議にはからなければならない。 

３ －略－ 

（所管事務の調査） 

第72条 －略－ 

２ 議会運営委員会が法第109条の２第４項に規定

する調査をしようとするときは、前項の規定を準

用する。 

（記名投票、無記名投票） 

第82条 －略－ 

（選挙規定の準用） 

第84条 記名投票または無記名投票を行なう場合に

は、第27条（議場の出入口閉鎖）、第28条（投票

用紙の配布および投票箱の点検）、第29条（投

票）、第30条（投票の終了）、第31条（開票およ

び投票の効力）、第32条第１項（選挙結果の報

告）および第33条（選挙関係書類の保存）の規定

を準用する。 

（簡易表決） 

第86条 議長は、問題について異議の有無を会議に

はかることができる。異議がないと認めるとき

は、議長は、可決の旨を宣告する。ただし、議長

の宣告に対し出席議員３人以上から異議があると

きは、議長は、起立の方法で表決をとらなければ

ならない。 

（資格決定の審査） 

第100条 前条の要求については、議会は、第37条

第３項（議案等の説明、質疑及び委員会付託）の 

（参集） 

第１条 議員は、招集の当日開議定刻前に議場に参

集し、その旨を議長に通告しなければならない。 

（議場の出入口閉鎖） 

第27条 投票による選挙を行うときは、議長は、第

25条の規定による宣告の後、議場の出入口を閉鎖

し、出席議員数を報告する。 

（議案等の説明、質疑及び委員会付託） 

第37条 会議に付する事件は、第90条に規定する場

合を除き、会議において提出者の説明を聞き、議

員の質疑があるときは質疑の後、議長が所管の常

任委員会又は議会運営委員会に付託する。ただ

し、常任委員会に係る事件は、議会の議決で特別

委員会に付託することができる。 

 

２ －略－ 

３ －略－ 

（委員会の審査又は調査期限） 

第43条 －略－ 

２ 前項の期限内に審査を終らなかったときは、そ

の事件は、第38条の規定にかかわらず、会議にお

いて審議することができる。 

 

（緊急質問等） 

第60条 －略－ 

２ 前項の同意については、議長は、討論を用いな

いで会議に諮らなければならない。 

３ －略－ 

（所管事務の調査） 

第72条 －略－ 

２ 議会運営委員会が法第109条第３項に規定する

調査をしようとするときは、前項の規定を準用す

る。 

（投票） 

第82条 －略－ 

（選挙規定の準用） 

第84条 記名投票又は無記名投票を行う場合には、

第27条、第28条、第29条、第30条、第31条、第

32条第１項及び第33条の規定を準用する。 

 

 

 

 

（簡易表決） 

第86条 議長は、問題について異議の有無を会議に

諮ることができる。異議がないと認めるときは、

議長は、可決の旨を宣告する。ただし、議長の宣

告に対し出席議員３人以上から異議があるとき

は、議長は、起立の方法で表決をとらなければな

らない。 

（資格決定の審査） 

第100条 前条の要求については、議会は、第37条

第３項の規定にかかわらず、委員会の付託を省略 
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規定にかかわらず、委員会の付託を省略して決定

することができない。 

（携帯品） 

第103条 議場に入る者は、帽子、外とう、えり

巻、つえ、かさの類を着用し、または携帯しては

ならない。ただし、病気その他の理由により議長

の許可を得たときは、この限りでない。 

（懲罰動議の提出） 

第111条 －略－ 

２ 前項の動議は、懲罰事犯があった日から起算し

て３日以内に提出しなければならない。ただし、

第96条第２項（秘密の保持）の違反に係るものに

ついては、この限りでない。 

（懲罰動議の審査） 

第112条 懲罰について、議会は、第37条第３項

（議案等の説明、質疑及び委員会付託）の規定に

かかわらず委員会の付託を省略して議決すること

ができない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

して決定することができない。 

 

（携帯品） 

第103条 議場に入る者は、帽子、つえ、かさの類

を着用し、又は携帯してはならない。ただし、病

気その他の理由により議長の許可を得たときは、

この限りでない。 

（懲罰動議の提出） 

第111条 －略－ 

２ 前項の動議は、懲罰事犯があった日から起算し

て３日以内に提出しなければならない。ただし、

第96条第２項の違反に係るものについては、この

限りでない。 

（懲罰動議の審査） 

第112条 懲罰について、議会は、第37条第３項の

規定にかかわらず委員会の付託を省略して議決す

ることができない。 

 

   第14章 公聴会及び参考人 

（公聴会開催の手続） 

第117条 会議において公聴会を開く議決があった

ときは、議長は、その日時、場所及び意見を聴こ

うとする案件その他必要な事項を公示する。 

（意見を述べようとする者の申出） 

第118条 公聴会に出席して意見を述べようとする

者は、文書であらかじめその理由及び案件に対す

る賛否を、議長に申し出なければならない。 

（公述人の決定） 

第119条 公聴会において意見を聴こうとする利害

関係者及び学識経験者等（以下「公述人」とい

う。）は、あらかじめ文書で申し出た者及びその

他の者の中から、議会において定め、議長から本

人にその旨を通知する。 

２ あらかじめ申し出た者の中に、その案件に対し

て、賛成者及び反対者があるときは、一方に偏ら

ないように公述人を選ばなければならない。 

（公述人の発言） 

第120条 公述人が発言しようとするときは、議長

の許可を得なければならない。 

２ 公述人の発言は、その意見を聴こうとする案件

の範囲を越えてはならない。 

３ 公述人の発言がその範囲を越え、又は公述人に

不穏当な言動があるときは、議長は、発言を制止

し、又は退席させることができる。 

（議員と公述人の質疑） 

第121条 議員は、公述人に対して質疑をすること

ができる。 

２ 公述人は、議員に対して質疑をすることができ

ない。 

（代理人又は文書による意見の陳述） 

第122条 公述人は、代理人に意見を述べさせ、又

は文書で意見を提示することができない。ただ

し、議会が特に許可した場合は、この限りでな
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   第14章 －略－ 

第117条 －略－ 

第118条 －略－ 

（会議録に掲載しない事項） 

第119条 前条の会議録には、秘密会の議事ならび

に議長が取消を命じた発言および第62条（発言の

取消または訂正）の規定により取消した発言は掲

載しない。 

第120条 －略－ 

第121条 －略－ 

第15章 －略－ 

第122条 －略－ 

第16章 －略－ 

第123条 －略－ 

第17章 －略－ 

第124条 －略－ 

い。 

（参考人） 

第123条 会議において参考人の出席を求める議決

があったときは、議長は、参考人にその日時、場

所及び意見を聴こうとする案件その他必要な事項

を通知しなければならない。 

２ 参考人については、前３条の規定を準用する。 

   第15章 －略－ 

第124条 －略－ 

第125条 －略－ 

（会議録に掲載しない事項） 

第126条 前条の会議録には、秘密会の議事並びに

議長が取消を命じた発言及び第62条の規定により

取消した発言は掲載しない。 

 

第127条 －略－ 

第128条 －略－ 

   第16章 －略－ 

第129条 －略－ 

   第17章 －略－ 

第130条 －略－ 

   第18章 －略－ 

第131条 －略－ 

備考 改正前の欄に掲げる規定を改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

    附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

 


